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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第23期

前第２四半期
連結累計期間

第24期
当第２四半期
連結累計期間

第23期
前第２四半期
連結会計期間

第24期
当第２四半期
連結会計期間

第23期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

営業収益 (百万円) 591,033595,631308,607306,8701,190,135

経常利益 (百万円) 27,577 49,675 19,853 25,744 48,106

四半期(当期)純利益 (百万円) 17,125 28,762 12,975 15,161 24,858

純資産額 (百万円) ― ― 699,837722,409702,141

総資産額 (百万円) ― ― 2,520,0152,621,8292,546,384

１株当たり純資産額 (円) ― ― 344,638.46356,272.87345,568.31

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 8,844.1214,853.616,700.917,829.8412,837.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 26.5 26.3 26.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 71,452 90,450 ― ― 161,309

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △122,127△128,684 ― ― △208,782

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 56,853 58,137 ― ― 54,621

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 49,563 71,042 51,084

従業員数 (人) ― ― 46,423 46,212 46,104

 
(注) 1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

2.　営業収益には、消費税等は含んでおりません。

　　 3.　１株当たり純資産額及び１株当たり四半期（当期）純利益金額については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示し
ております。

4.　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 46,212(11,688)

(注) 従業員数は就業人員数であり、括弧書は外数で臨時従業員の当第２四半期連結会計期間平均雇用人員数であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 26,894(2,316)

(注) 従業員数は就業人員数であり、括弧書は外数で臨時従業員の当第２四半期会計期間平均雇用人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの大多数は、受注生産形態を取らない業態であります。

　このため、生産、受注及び販売の状況については、「４.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」における各事業のセグメント業績に関連付けて示しております。

 

 

２ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

 (6) 競合について

① 鉄道事業

当社グループは、鉄道事業において、他の鉄道会社及び航空会社、自動車、バス等の対抗輸送機関と競合して

いることに加え、日本経済の情勢とりわけ主な営業エリアである西日本地域における景気動向のほか、高速道

路の大幅割引の影響を受けており、今後の競合動向や経済情勢が、当社グループの財政状態及び経営成績に影

響を与える可能性があります。

当社の山陽新幹線及び在来線のうち都市間輸送は、主として、国内の航空会社、自動車及びバスと競合して

います。特に、航空会社との間では、新空港の開港、空港の発着枠の拡大、増便、航空運賃の引下げなど、航空機

による移動の利便性向上に伴う激しい競争に直面しておりますが、当社は、新型車両N700系の投入や「のぞ

み」増発等による高速輸送体系の充実、山陽新幹線における「ＥＸ－ＩＣサービス」の開始などにより利便

性の向上を図るとともに、平成23年３月の九州新幹線全線開業及び山陽・九州新幹線相互直通運転の開始に

向け、積極的に情報発信し、競争力を強化しております。

アーバンネットワークにおいても、他の鉄道会社、自動車及びバスと競合しておりますが、平成22年３月ダ

イヤ改正における嵯峨野線京都・園部間の複線化に伴う快速列車の増発や新型車両の投入により、ご利用促

進を図っております。

また、お客様にご利用していただきやすい鉄道づくりに向け、エレベーターやエスカレーター等のバリアフ

リー設備の整備を進めております。
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(8) 主要なプロジェクトについて

②　大阪駅開発プロジェクト

ア．計画の概要

(ア) 駅改良

事業主体

施策

：

：

西日本旅客鉄道株式会社

駅中央部に橋上駅舎の新設、改札内コンコースの改良、バリアフリー設備の

充実、ドームの新設

(イ) 通路・広場整備

事業主体

施策

：

：

西日本旅客鉄道株式会社

駅前広場と直結するビル内通路・広場の整備、駅南北をつなぐルート及び

屋上プラザの整備

(ウ) 新北ビル開発

事業主体

延床面積

用途

：

：

：

大阪ターミナルビル株式会社、西日本旅客鉄道株式会社

約210,000㎡　　※別途駐車場棟を計画

百貨店　約90,000㎡、専門店　約40,000㎡、オフィス等　約45,000㎡、シネマコ

ンプレックス　約10,000㎡、他駅関連施設等　

(エ) アクティ増築

事業主体

延床面積

：大阪ターミナルビル株式会社、西日本旅客鉄道株式会社

約35,000㎡

百貨店、他広場等

：

用途 ：

イ．スケジュール

平成16年５月駅改良工事着手

平成18年10月新北ビル工事着手

平成20年５月アクティ増築工事着手

平成23年３月アクティ増築部開業（増築部の開業にあわせ、アクティはサウスゲートビル

ディングに名称を変更）（予定）

平成23年４月橋上駅舎を全面的に使用開始（予定）

平成23年５月新北ビル（ノースゲートビルディング）開業、あわせて「大阪ステーションシ

ティ」開業（予定）

＜後略＞

 

（注）変更箇所を＿線で示しております。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約の締結、重要な変更及び解約はありません。

 

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

 5/36



４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 全般の状況

　当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超えるお

客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害に遭われ

た方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推

進」を「経営の３本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。また、平成19年６月に公表された航空・鉄道

事故調査委員会の福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報告書を厳粛に受け止め、「建議」「所見」をはじめ

とする様々なご指摘に対して真摯に、かつ速やかに対処すべく、改善に取り組んでまいりました。

さらに、昨年９月に判明した、福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程で発生した

コンプライアンス上の重大な問題を踏まえ再発防止に取り組むとともに、企業再生に向けてこれまでの「経営

の３本柱」の取り組みに一層努めてまいりました。

当事業年度については、「福知山線列車事故追悼慰霊式」を開催するとともに、引き続き誠心誠意と受け止め

ていただけるよう、被害に遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。また、この事故を踏まえ、昨年４

月に設立した「ＪＲ西日本あんしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づくり」に寄与する取り組

みを実施してまいりました。

さらに、平成18年３月に制定した「企業理念」及び「安全憲章」のもと、「安全を最優先する企業風土」を構

築し、更なる安全性向上、お客様からの信頼回復、そしてこれらを基盤とした将来にわたる持続的な発展を図る

べく、平成20年５月に策定した「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2008-2012」に取り組んでまいりました。と

りわけ、最大の課題である安全性の向上については、「安全基本計画」を「ＪＲ西日本グループ中期経営計画

2008-2012」の根幹と位置づけ、「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」に向けて、

リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの確立等に取り組んでまいりました。

また、変革の推進については、「安全性向上」と両輪をなすものとの認識のもと、社外の有識者からなる「変

革推進会議」からいただいたご提言を踏まえ、意識面や業務運営全般にわたり、その取り組みを進めてまいりま

した。

なお、昨年９月に判明したコンプライアンス上の重大な問題に対しては、現在、再発防止及び企業再生に向け

全力で取り組んでおります。具体的には、取締役会の諮問機関である「企業倫理委員会」を定期的に開催すると

ともに、役員企業倫理研修や日常業務において判断に迷う事例を用いた社員研修等、企業倫理の確立に向けた施

策を推進してまいりました。また、昨年12月に設置した「企業再生推進本部」を中心に企業風土改革に向けた各

種取り組みを実施するとともに、４月に改善措置の進捗状況について国土交通大臣に報告しました。

　　　

(2) 業績の状況

当第２四半期については、国内経済の先行きが不透明なことに加え、高速道路の大幅な割引の継続等、当社の

経営を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあります。このような状況の中、当社としては、中長期的な企業価値

向上を目指し、基幹事業である鉄道事業において安全性の向上に全力で取り組むとともに、その他のグループ事

業を含め、各事業の特性を活かした様々な施策の展開及び保有資産の有効活用等、線区価値の向上に取り組んで

まいりました。また、旅行需要を喚起するための各種の営業施策を展開し、収益の確保に取り組んだほか、昨年３

月に設置した「経営改善実施本部」のもと、事業運営全般にわたる業務の仕組みの見直しを行い、経営体質の強

化を図ってまいりました。

しかしながら、当第２四半期の連結ベースの営業収益は、前年同期比0.6％減の3,068億円となりました。また、

営業利益は同17.8％増の332億円、経常利益は同29.7％増の257億円、法人税等を控除した四半期純利益は同

16.8％増の151億円となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。
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①　運輸業

　鉄道事業においては、鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して、引き続

き改善に取り組んでまいりました。さらに、平成20年４月に策定した「安全基本計画」のもと「お客様の死傷事

故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」へ向け、リスクアセスメントの取り組みを進め、安全性の向

上を図っています。具体的には、リスク情報の共有や効果的対策、リスクアセスメントの推奨的取り組みの水平

展開などにより、この取り組みの充実を図っています。また、引き続き役員等と現場社員が直接意見交換する場

である「安全ミーティング」の開催等の取り組みを進めてまいりました。設備面では、ＡＴＳ－Ｐ形の拡充をは

じめ、踏切設備の保安度向上、高架橋柱の耐震補強工事等に取り組みました。さらに、事故の重大性を将来にわ

たって重く受け止め、事故の教訓を体系的に学ぶために設置した「鉄道安全考動館」における研修をグループ

会社の社員も含めて進めてまいりました。このほか、事故発生時のお客様救護と対応能力向上を図るため、各種

訓練を実施しました。

次に、輸送面については、夏季多客期間、三連休及び週末に、新幹線において東京・岡山、広島、博多間を直通す

る「のぞみ」の増発を実施し、在来線においても特急列車を増発するなど利便性の向上に努めました。

営業面については、山陽新幹線の運転本数、Ｎ700系車両の快適性や「エクスプレス予約」、「ＥＸ－ＩＣサー

ビス」などの利便性及び価格優位性について引き続き積極的な情報発信を行い、ご利用促進に努めました。ま

た、平成23年３月の九州新幹線全線開業及び山陽・九州新幹線相互直通運転の宣伝展開を開始したほか、地域や

旅行会社、ＪＲ他社と連携した「Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｂｅａｕｔｙ　Ｈｏｋｕｒｉｋｕキャンペーン」等各種

キャンペーンの展開により旅行需要の喚起に取り組みました。

お客様に対するサービス面については、鉄道を安全で快適にご利用いただくためのご案内を、駅や車内のディ

スプレイを活用した動画により行うなど一層の充実を図りました。　　

地球環境問題については、社員一人ひとりが自ら考え、日常の生活や職場での業務を見直す「考動エコ」に取

り組むとともに、「エコライフポイント」サービスなど、お客様参加型の取り組みをグループ会社と一体となり

継続しました。

船舶事業（宮島航路）については、旅行会社への営業活動等、収入の確保に取り組みました。

バス事業については、ダイヤ改正や弾力的な価格設定等の実施により、お客様の利便性向上に努めました。

しかしながら、昨年秋の大型連休期間の反動などにより、運輸業の営業収益は前年同期比0.6％減の2,079億円

となりました。一方、人件費の減などがあったことにより、営業利益は同20.6％増の247億円となりました。

 

②　流通業

大阪駅新北ビル「ノースゲートビルディング」における百貨店「ＪＲ大阪三越伊勢丹」については、事業主

体である㈱ジェイアール西日本伊勢丹の開業準備室を中心に、開業に向けた準備を進めてまいりました。このほ

か、新大阪駅や博多駅に物販店を開業するなど、駅の魅力向上に向けた取り組みを推進しました。

しかしながら、百貨店業の減収などにより、流通業の営業収益は前年同期比2.3％減の512億円、営業利益は同

5.3％減の12億円となりました。

 

③　不動産業

　飲食店舗からなる「ビエラ奈良」の開業に向けた準備を進めるなど、駅及び周辺の開発を推進しました。また、

大阪駅開発プロジェクトについては、「ノースゲートビルディング」開発工事並びにアクティ大阪「サウス

ゲートビルディング」増築工事の計画を着実に推進するとともに、専門店ゾーン「ルクア」の開業準備を進め

る等「大阪ステーションシティ」の開業に向けた諸準備に取り組みました。このほか、社宅跡地等におけるマン

ション分譲を推進しました。

しかしながら、不動産分譲の減などにより、不動産業の営業収益は前年同期比9.2％減の178億円、営業利益は

同11.2％減の54億円となりました。
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④　その他

　ホテル業については、各種キャンペーンやイベントの実施等による販売拡大に取り組みました。旅行業につい

ては、インターネット販売における商品の充実、利便性の向上のほか、鉄道利用商品の拡充などによる販売拡大

に取り組みました。また、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」については、大手コンビニエンスストアやイベント・観光

施設の入場券等、市中においてご利用いただける機会の拡大に取り組みました。

この結果、その他の営業収益は前年同期比9.8％増の298億円、営業利益は同590.3％増の15億円となりました。

 

運輸業のうち、当社の鉄道事業の営業成績は以下のとおりであります。

ア．輸送実績
 

区分 単位
第24期第２四半期
自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

 

前年同期比

営業日数 日 92 ―
 

 新幹線 キロ 644.0 644.0

キロ程 在来線 キロ
（28.0）
4,368.7

（28.0）
4,368.7

 計 キロ
（28.0）
5,012.7

（28.0）
5,012.7

 定期 千人 287,041 100.1
％

輸送人員 定期外 千人 163,251 97.8

 計 千人 450,292 99.3

輸
送
人
キ
ロ

 定期 千人キロ 182,130 101.6

新幹線 定期外 千人キロ 3,851,922 102.0

 計 千人キロ 4,034,053 102.0

在
来
線

京
阪
神
圏

定期 千人キロ 4,632,605 99.7

定期外 千人キロ 2,482,080 97.2

計 千人キロ 7,114,686 98.8

そ
の
他

定期 千人キロ 1,102,945 100.3

定期外 千人キロ 1,277,761 97.0

計 千人キロ 2,380,706 98.5

計

定期 千人キロ 5,735,551 99.8

定期外 千人キロ 3,759,841 97.2

計 千人キロ 9,495,393 98.8

 定期 千人キロ 5,917,681 99.9

合計 定期外 千人キロ 7,611,764 99.5

 計 千人キロ 13,529,446 99.7

 
(注) 1.　キロ程欄の上段括弧書は、外数で第三種鉄道事業のキロ程であり、それ以外は第一種鉄道事業及び第二種鉄道事業の

キロ程であります。また、前年同期比は、前年第２四半期末の数値を記載しております。

2.　輸送人キロ欄の京阪神圏は、京都、大阪、神戸の３支社の地域について記載しております。
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イ．収入実績

 

区分 単位
第24期第２四半期
自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

 

前年同期比

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
収
入

新幹線

定期 百万円 2,266 101.2
％

定期外 百万円 81,320 100.5 

計 百万円 83,587 100.5 

在
来
線

京
阪
神
圏

定期 百万円 28,465 99.3 

定期外 百万円 43,501 97.0 

計 百万円 71,966 97.9 

そ
の
他

定期 百万円 6,857 99.9 

定期外 百万円 24,825 96.7 

計 百万円 31,682 97.4 

計

定期 百万円 35,322 99.4 

定期外 百万円 68,327 96.9 

計 百万円 103,649 97.7 

合計

定期 百万円 37,589 99.5 

定期外 百万円 149,648 98.8 

計 百万円 187,237 99.0 

荷物収入 百万円 2 58.7 

合計 百万円 187,239 99.0 

鉄道線路使用料収入 百万円 949 92.9  

運輸雑収 百万円 19,680 107.4 

収入合計 百万円 207,870 99.7 

 
(注)　旅客収入欄の京阪神圏は、京都、大阪、神戸の３支社の地域について記載しております。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前四半期連結会計期間末に比べ99億円増加し、

710億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、営業収益が減少したことなどから、営業活動において得た資金は前年同

期に比べ186億円少ない659億円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、定期預金の預入による支出が減少したことなどから、投資活動において

支出した資金は前年同期に比べ309億円少ない553億円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において、社債の発行による収入があったものの、長期借入金の返済などがあった

ことから、財務活動において支出した資金は６億円となりました。
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 (4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当社は、「安全を最優先する企業風土」を構築するための努力を積み重ね、福知山線列車事故で失ったお客様

や社会からの信頼を回復していくことが経営の最重要課題であると考えており、安心、信頼される質の高い輸送

サービスの提供を基盤に、当社グループ総体として社会に有益なサービスを提供し、将来にわたり持続的な発展

を目指していく必要があると認識しております。

また、福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程で発生したコンプライアンス上の

重大な問題を踏まえ、企業倫理の確立やコーポレート・ガバナンスの強化など再発防止に取り組むとともに、企

業再生に向けてこれまでの「経営の３本柱」の取り組みを一層充実させてまいります。

最重要課題である福知山線列車事故のご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応につきましては、

真摯に向き合い、ご意見やご要望に丁寧に対応するとともに、誠心誠意と受け止めていただけるよう努めてまい

ります。

安全性向上の取り組みについては、「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」を到

達目標とする「安全基本計画」を着実に推進するとともに、「鉄道安全管理規程」に基づき、安全管理体制の一

層の充実を図ってまいります。

具体的には、リスク情報の共有と効果的な対策に加え、リスクアセスメントの推奨的取り組みを水平展開する

ことにより、リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの確立に努めるとともに、コミュニケーションの改

善、グループ会社・協力会社との連携強化、人材の確保と育成など、安全基盤を構成する様々な要件について、そ

の充実を図るための取り組みを進めてまいります。また、設備を維持・更新するための計画的な投資、ＡＴＳの

整備や踏切事故防止対策、ホーム安全対策、保守作業事故防止対策などに対する取り組みを実施するとともに、

福知山線列車事故を決して忘れないための取り組みや、「鉄道安全考動館」におけるグループ会社の社員も含

めた研修の実施等、事故から学ぶ教育の効果向上を引き続き図ってまいります。しかしながら、コミュニケー

ションや連携などに課題を残していると考えざるを得ない事象が発生していることから、原因を究明し、その課

題に対する改善策の策定・推進を行ってまいります。

変革の推進については、社員一人ひとりが自らの仕事が世の中につながっているとの思いを強く持ち、「企業

理念」を実現するため「考動（自ら考え行動すること）」を積み重ね、企業再生に向けた風土の変革を進めて

まいります。

鉄道事業については、国内経済の先行きが不透明なことに加え、高速道路の大幅な割引の継続や羽田空港の発

着枠拡張等の競争環境の中にあって、平成23年３月の九州新幹線の全線開業に向けて、山陽・九州新幹線相互直

通運転をはじめとする利便性の高いダイヤの設定や商品体系、販売チャネルを整備するとともに、旅行需要の喚

起に努めてまいります。また、「エクスプレス予約」、「ＥＸ－ＩＣサービス」の利便性や価格優位性について

ＰＲに努めるとともに、「Ｊ－ＷＥＳＴプレミア・プログラム」や「ＥＸ予約コーポレートサービス」を展開

し、山陽新幹線などのご利用拡大を図ってまいります。さらに、「ＤＩＳＣＯＶＥＲ　ＷＥＳＴキャンペーン」等

の各種キャンペーンを活用し、地元や旅行会社と連携して観光素材の整備、旅行商品の企画及び販売促進に取り

組むなど観光需要の創出を図ってまいります。このほか、「ＩＣＯＣＡ」とＪＲ九州の「ＳＵＧＯＣＡ」との相

互利用や京阪神エリアにおける私鉄とのＩＣカード連携を拡大し、利便性の高いサービスを提供してまいりま

す。また、フロントサービスをはじめ駅や車両設備を含めたサービス全般におけるレベルアップを図るととも

に、地方自治体等のご協力をいただきながらバリアフリー設備の整備を進めるなど、ご利用いただきやすい駅づ

くりをはじめとして、お客様にご満足いただける施策を積極的に展開してまいります。
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流通業、不動産業については、鉄道部門と一体となって行政・地元と連携しながら、資産効率最大化、駅及び周

辺ポテンシャル向上及び駅間の活性化の観点に基づき、「駅及び街の機能を充実させ、使い勝手が良く、住みた

くなる線区」の創造を目指し、線区価値の向上を推進してまいります。特に京阪神エリアでは、線区ごとのマー

ケット動向等を踏まえて、具体的施策を推進いたします。また、平成23年春の「大阪ステーションシティ」開業

に向けて、大阪駅開発プロジェクトを引き続き着実に進めてまいります。さらに、「Ｊ―ＷＥＳＴカード」会員

の拡大に取り組むほか、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」についても、ご利用いただける店舗の拡大など、鉄道でのご

利用とあわせた利便性の向上を進めてまいります。

企業の社会的責任（ＣＳＲ）の遂行にあたっては、ＣＳＲ推進委員会を中心に一層の推進を図るとともに、取

締役会の諮問機関である「企業倫理委員会」での審議等を踏まえた企業倫理の確立に向けた取り組みや危機管

理委員会を推進主体とする適正なリスク管理に向けた取り組みに努めるなど、内部統制機能の一層の充実を

図ってまいります。地球環境問題については、省エネルギー車両や高効率機器の導入、「エコライフポイント」

サービスの普及により、ＣＯ２削減に向け積極的に取り組むとともに、社員一人ひとりが自ら地球環境保護を考

え行動する「考動エコ」をＪＲ西日本グループ全体で推進してまいります。そのほか、福知山線列車事故を踏ま

え設立した公益財団法人「ＪＲ西日本あんしん社会財団」の活動を通じて持続的、安定的に社会にお役に立つ

取り組みを行ってまいります。

当社を取り巻く経営環境は、国内経済の先行きが不透明なことに加え、高速道路の大幅な割引の継続等、今後

とも非常に厳しい状況が続くものと見込まれます。このような状況に対して、当社としては、経営環境の変化に

対応した営業施策の展開により収益の確保に取り組むとともに、昨年３月に設置した「経営改善実施本部」の

もと、事業運営全般にわたる業務の仕組みの見直しを通じ、安全性の維持・向上を図りながら、経営体質の強化

に努めるなど収支両面からの経営改善を進めてまいります。また、平成23年春の山陽・九州新幹線相互直通運転

や「大阪ステーションシティ」開業に向け、その成果を最大限に引き出せるよう精一杯取り組んでまいります。

さらに、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2008-2012」に基づき、安心と信頼のブランド確立に向けた取り組

みと、山陽新幹線の優位性の確立や鉄道部門と事業創造部門が一体となった線区価値の向上など持続的発展に

向けた事業戦略を着実に推進し、中長期的な企業価値の向上に努めてまいります。

なお、平成20年５月に策定した「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2008-2012」につきましては、経営環境の

変化に対応し、平成22年10月に見直しました。この見直しにより、中長期的な経営の方向性の明確化と具体化を

図ってまいります。

 

　(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は９億円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

なお、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等のうち、当第２四半期連結

会計期間において完成したものは、次のとおりであります。

 

工事件名 セグメントの名称 総工事費 完成年月

　　　　  百万円  

車両新造工事 運輸業 18,182 平成22年9月

 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第２四半期連結会計

期間に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間に新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000
 

計 8,000,000  

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000

 

2,000,000

 大阪証券取引所市場第一部
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部
福岡証券取引所

単元株制度を採用して
いないため、単元株式
数はありません。

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

千株

―
 

千株

2,000
 

百万円

―
 

百万円

100,000
 

百万円

―
 

百万円

55,000
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(6) 【大株主の状況】

(平成22年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)
 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 93,238 4.66

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 87,323 4.37

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 64,500 3.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 64,000 3.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 63,000 3.15

ＪＲ西日本社員持株会 大阪市北区芝田二丁目４番24号 45,553 2.28

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 35,000 1.75

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 32,329 1.62

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 32,000 1.60

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 30,000 1.50

計 ― 546,943 27.36

(注) 　当社は、自己株式62,653株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.13％）を保有しておりますが、上記の表から

除外しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 62,653 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,937,347 1,937,347 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,937,347 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式101株(議決権101個)が含まれております。

 

 

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西日本旅客鉄道株式会社

大阪市北区芝田二丁目４
番24号

62,653 ― 62,653 3.13

計 ― 62,653 ― 62,653 3.13
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
　４月

 
　５月

 
　６月

 
　７月

 
　８月

 
　９月

最高(円) 349,500339,500332,500332,000322,000320,500

最低(円) 321,000309,000319,000315,500309,000298,600

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平成21年９月30日) 及び前第２四半期連結累計期間(平

成21年４月１日～平成21年９月30日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日～平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日～平成22年９月30日)

は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日～平

成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年９月30日)に係る四半期連結財務

諸表について、また、当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日～平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(平成22年４月１日～平成22年９月30日)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の

四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,872 51,314

受取手形及び売掛金 12,875 14,282

未収運賃 22,877 22,714

未収金 33,271 42,038

有価証券 47,400 －

たな卸資産 ※1
 41,897

※1
 29,534

繰延税金資産 18,694 17,857

その他 48,980 46,351

貸倒引当金 △827 △840

流動資産合計 279,043 223,254

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 964,820 989,472

機械装置及び運搬具（純額） 294,100 285,890

土地 659,003 658,809

建設仮勘定 148,600 107,533

その他（純額） 28,690 30,570

有形固定資産合計 ※2
 2,095,214

※2
 2,072,276

無形固定資産 22,690 24,933

投資その他の資産

投資有価証券 58,855 59,327

繰延税金資産 138,232 139,030

その他 28,934 28,729

貸倒引当金 △1,157 △1,188

投資その他の資産合計 224,864 225,898

固定資産合計 2,342,769 2,323,107

繰延資産 16 22

資産合計 2,621,829 2,546,384
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,894 47,999

短期借入金 27,780 12,932

1年内返済予定の長期借入金 30,858 33,428

鉄道施設購入未払金 35,328 30,020

1年内支払予定の長期未払金 31 31

未払金 61,468 102,385

未払消費税等 4,311 1,901

未払法人税等 21,572 13,793

前受運賃 36,153 31,450

前受金 64,483 35,060

賞与引当金 32,854 33,032

ポイント引当金 827 580

その他 93,529 85,586

流動負債合計 443,095 428,201

固定負債

社債 434,969 384,968

長期借入金 274,241 260,820

鉄道施設購入長期未払金 313,338 329,474

長期未払金 206 222

繰延税金負債 234 213

退職給付引当金 321,113 324,801

環境安全対策引当金 8,165 9,039

未引換商品券等引当金 2,493 2,715

その他 101,561 103,785

固定負債合計 1,456,324 1,416,040

負債合計 1,899,419 1,844,242

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 55,000 55,000

利益剰余金 565,295 543,323

自己株式 △30,343 △30,343

株主資本合計 689,952 667,980

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 411 1,292

繰延ヘッジ損益 △470 △108

評価・換算差額等合計 △59 1,183

少数株主持分 32,517 32,977

純資産合計 722,409 702,141

負債純資産合計 2,621,829 2,546,384
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

営業収益 591,033 595,631

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 448,651 449,790

販売費及び一般管理費 ※2
 98,495

※2
 81,146

営業費合計 ※1
 547,146

※1
 530,936

営業利益 43,886 64,694

営業外収益

受取利息 82 85

受取配当金 178 167

受託工事事務費戻入 78 115

持分法による投資利益 402 1,227

その他 949 1,340

営業外収益合計 1,691 2,937

営業外費用

支払利息 17,178 16,850

その他 822 1,106

営業外費用合計 18,001 17,956

経常利益 27,577 49,675

特別利益

工事負担金等受入額 8,422 8,497

その他 3,414 1,674

特別利益合計 11,837 10,171

特別損失

工事負担金等圧縮額 8,073 8,283

その他 3,262 1,863

特別損失合計 11,335 10,146

税金等調整前四半期純利益 28,079 49,700

法人税、住民税及び事業税 18,820 20,427

法人税等調整額 △7,426 858

法人税等合計 11,394 21,286

少数株主損益調整前四半期純利益 － 28,413

少数株主損失（△） △440 △348

四半期純利益 17,125 28,762
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
  至 平成22年９月30日)

営業収益 308,607 306,870

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 231,764 232,788

販売費及び一般管理費 ※2
 48,602

※2
 40,826

営業費合計 ※1
 280,366

※1
 273,614

営業利益 28,240 33,255

営業外収益

受取利息 53 55

受取配当金 79 85

受託工事事務費戻入 69 100

持分法による投資利益 － 748

その他 561 563

営業外収益合計 764 1,553

営業外費用

支払利息 8,738 8,525

その他 413 539

営業外費用合計 9,151 9,064

経常利益 19,853 25,744

特別利益

工事負担金等受入額 5,402 3,595

その他 2,390 851

特別利益合計 7,793 4,446

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,223 3,470

その他 1,016 872

特別損失合計 6,240 4,343

税金等調整前四半期純利益 21,406 25,848

法人税、住民税及び事業税 17,606 16,733

法人税等調整額 △9,074 △6,137

法人税等合計 8,531 10,595

少数株主損益調整前四半期純利益 － 15,252

少数株主利益又は少数株主損失（△） △100 91

四半期純利益 12,975 15,161
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 28,079 49,700

減価償却費 67,985 71,954

工事負担金等圧縮額 8,073 8,283

固定資産除却損 2,439 2,674

貸倒引当金の増減額（△は減少） 152 △44

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16,592 △3,688

賞与引当金の増減額（△は減少） 91 △178

受取利息及び受取配当金 △260 △253

支払利息 17,178 16,850

持分法による投資損益（△は益） △402 △1,227

工事負担金等受入額 △8,422 △8,497

売上債権の増減額（△は増加） 22,273 12,496

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,914 △12,362

仕入債務の増減額（△は減少） △13,106 △7,721

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,717 2,410

その他 △13,760 △12,052

小計 112,284 118,342

利息及び配当金の受取額 228 224

利息の支払額 △17,112 △16,797

法人税等の支払額 △23,948 △11,319

営業活動によるキャッシュ・フロー 71,452 90,450

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △35,050 △50

定期預金の払戻による収入 － 50

有価証券の取得による支出 － △30,000

固定資産の取得による支出 △108,634 △121,687

固定資産の売却による収入 1,539 248

工事負担金等受入による収入 20,982 23,484

投資有価証券の取得による支出 △812 △248

貸付けによる支出 △390 △614

貸付金の回収による収入 327 560

その他 △88 △428

投資活動によるキャッシュ・フロー △122,127 △128,684
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △16,031 1,953

長期借入れによる収入 61,900 18,300

長期借入金の返済による支出 △37,962 △7,464

社債の発行による収入 65,000 50,000

鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △11,036 △10,827

配当金の支払額 △6,761 △6,771

少数株主への配当金の支払額 △117 △117

その他 1,862 13,064

財務活動によるキャッシュ・フロー 56,853 58,137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,178 19,903

現金及び現金同等物の期首残高 41,184 51,084

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,201 54

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 49,563

※
 71,042
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

(連結の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、㈱ＪＲ西日本カスタマーリレーションズは重要性が増したため、連結の範囲に含

めております。また、平成22年４月１日に、広島ステーションビル㈱は、中国ＳＣ開発㈱と合併して消滅しておりま

す。

この結果、連結子会社数は65社であります。

 

(「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用)

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分)及

び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用して

おります。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

　 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。これによる四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

(企業結合に関する会計基準等の適用)

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)、「連結

財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」(企業会計基準第23号　平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成

20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)を適用してお

ります。

 

 

【表示方法の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

当第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「持分法による投資利益」は、営業外収益総額の100分の20を

超えたため、区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含ま

れる「持分法による投資損失」は、36百万円であります。

 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 5,348百万円

仕掛品 21,442百万円

原材料及び貯蔵品 15,105百万円

計 41,897百万円

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 5,133百万円

仕掛品 12,106百万円

原材料及び貯蔵品 12,295百万円

計 29,534百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 2,863,845百万円

　　　鉄道事業に係る工事負担金等の受入による固定資産

の取得原価の圧縮累計額及び収用等の代替資産につ

いての当四半期連結累計期間圧縮額

　　(1) 工事負担金等の受入による固定資産の取得原価

の圧縮累計額 610,892百万円

　(2) 収用等の代替資産についての当四半期連結累計

期間圧縮額 67百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額 2,809,076百万円

　　　鉄道事業に係る工事負担金等の受入による固定資産

の取得原価の圧縮累計額及び収用等の代替資産につ

いての当期圧縮額

　　(1) 工事負担金等の受入による固定資産の取得原価

の圧縮累計額 603,841百万円

　　(2) 収用等の代替資産についての当期圧縮額

 6,124百万円

３　保証債務

　　　連結会社以外の会社の保証

被保証者 保証金額
被保証債務の
内容

大阪外環状鉄道㈱
百万円

7,633
借入債務

日旅サービス㈱ 393
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行北海道 37
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行東北 102
JR券委託販売
保証

㈱フレックスイン
ターナショナルツ
アーズ

8
航空運賃支払
保証

㈱日本旅行オーエ
ムシートラベル

205
航空運賃支払
保証

㈱エルオルト 11
航空運賃支払
保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY FRANCE
S.A.R.L.

11
旅行業ライセ
ンス保証

NTA
TRAVEL(SINGAPORE)
PRIVATE LTD

3
旅行業ライセ
ンス保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY PACIFIC,
INC.

68支払保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY CANADA,
INC.

15支払保証

計 8,490 

３　保証債務

　　　連結会社以外の会社の保証

被保証者 保証金額
被保証債務の
内容

大阪外環状鉄道㈱
百万円

7,800
借入債務

日旅サービス㈱ 393
JR券委託販売
保証

㈱日本旅行北海道 37
JR券委託販売
保証

㈱フレックスイン
ターナショナルツ
アーズ

9
航空運賃支払
保証

㈱日本旅行オーエ
ムシートラベル

231
航空運賃支払
保証

㈱エルオルト 11
航空運賃支払
保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY FRANCE
S.A.R.L.

12
旅行業ライセ
ンス保証

NTA
TRAVEL(SINGAPORE)
PRIVATE LTD

3
旅行業ライセ
ンス保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY PACIFIC,
INC.

74支払保証

NIPPON TRAVEL
AGENCY CANADA,
INC.

26支払保証

計 8,600 

４　今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見

込まれますが、これらについては、現時点では金額等

を合理的に見積もることは困難であります。

４　　　　　　　　　　同左
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(四半期連結損益計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 33,546百万円

退職給付引当金繰入額 30,622百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 61,677百万円

経費 30,128百万円

諸税 1,516百万円

減価償却費 5,172百万円

計 98,495百万円

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 32,058百万円

退職給付引当金繰入額 14,573百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 43,106百万円

経費 31,337百万円

諸税 1,516百万円

減価償却費 5,185百万円

計 81,146百万円

 

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 16,763百万円

退職給付引当金繰入額 15,452百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 30,812百万円

経費 14,429百万円

諸税 735百万円

減価償却費 2,624百万円

計 48,602百万円

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 15,970百万円

退職給付引当金繰入額 7,287百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであり

ます。

人件費 21,641百万円

経費 15,794百万円

諸税 764百万円

減価償却費 2,625百万円

計 40,826百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 84,843百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金△35,280百万円

現金及び現金同等物 49,563百万円

  

※　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係（平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 53,872百万円

預入期間が３ヶ月以内の譲渡性預金 17,400百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △230百万円

現金及び現金同等物 71,042百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自平成22年４月１日　至平成22

年９月30日)

1.　発行済株式に関する事項

　　  普通株式　　　　　2,000,000株

 

2.　自己株式に関する事項

　　  普通株式　　　　　　 63,584株

 

3.　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

4.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金
百万円

6,780
 

円

3,500
 
平成22年３月31日平成22年６月24日

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

7,749
 

円

4,000
 
平成22年９月30日平成22年11月30日
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
売上高

209,31252,44319,65727,193308,607 ― 308,607

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,04211,9543,44939,10258,548(58,548)―

計 213,35564,39723,10766,295367,156(58,548)308,607

営業利益 20,5231,314 6,188 222 28,249 (8) 28,240

 

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業 その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1) 外部顧客に対する
売上高

400,809100,67336,52853,021591,033 ― 591,033

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,11923,8506,55568,605107,131(107,131)―

計 408,929124,52343,084121,626698,164(107,131)591,033

営業利益又は営業損失(△) 31,8721,49311,726△1,49043,602 284 43,886

(注) 1.　事業区分の方法
日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。

2.　各事業区分の主な事業内容
運輸業………鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。
流通業………百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。
不動産業……不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。
その他事業…ホテル業、旅行業、建設事業等を行っております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(自　

平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)については、在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はあり

ません。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間(自　

平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)については、海外売上高がないため記載すべき事項はありません。
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【セグメント情報】

①　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、主に「運輸業」、「流通業」、「不動産業」の事業活動を展開しており、当社及びグループ会

社が構成するこれら事業の種類別の区分により、当社及びグループ会社ごとに経営を管理しております。

したがって、当社グループは、事業別のセグメントから構成されており、「運輸業」、「流通業」、「不動産

業」の３つを報告セグメントとしております。「運輸業」は、鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行って

おります。「流通業」は、百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。「不動産業」は、不動産

販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。

 

②　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への
売上高

403,33299,72835,94156,628595,631 ― 595,631

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,81224,3326,86964,482104,496△104,496 ―

計 412,144124,06042,811121,111700,128△104,496595,631

セグメント利益 49,8822,04411,498 874 64,300 393 64,694

(注) 1.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含んで
おります。
2.　セグメント利益の調整額393百万円には、主に、セグメント間にまたがる固定資産未実現利益等が含まれております。
3.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への
売上高

207,95751,22317,84129,847306,870 ― 306,870

セグメント間の
内部売上高又は振替高

4,49811,8993,48935,52755,416△55,416 ―

計 212,45663,12321,33065,375362,286△55,416306,870

セグメント利益 24,7441,244 5,494 1,53833,021 233 33,255

(注) 1.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含んで
おります。
2.　セグメント利益の調整額233百万円には、主に、セグメント間にまたがる固定資産未実現利益等が含まれております。
3.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

29/36



（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　有価証券及び短期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められております。

 

科目 四半期連結貸借対照表計上額(注1) 時価(注1) 差額 時価の算定方法

 百万円 百万円 百万円  

有価証券 47,400 47,400 ― (注2)

短期借入金 (27,780)(27,780) ― (注2)

(注) 1.　負債に計上されているものについては、(　)で示しております。
2.　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

 

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められております。

 

 取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差額

 百万円 百万円 百万円

株式 6,241 6,723 482

債券 47,519 47,521 2

計 53,760 54,245 484
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(１株当たり情報)

1.　１株当たり純資産額

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 356,272円87銭１株当たり純資産額 345,568円31銭

(注)　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

 

2.　１株当たり四半期純利益金額等

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 8,844円12銭１株当たり四半期純利益金額 14,853円61銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

 (注) 1.　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

2.　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期純利益(百万円) 17,125 28,762

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 17,125 28,762

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,936 1,936

 

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6,700円91銭１株当たり四半期純利益金額 7,829円84銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

同左

  (注) 1.　表示単位未満の端数は四捨五入して表示しております。

2.　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期純利益(百万円) 12,975 15,161

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 12,975 15,161

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,936 1,936
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(重要な後発事象)

　　 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

第24期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月28日開催の取締役会

において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　  7,749,388,000 円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　4,000 円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成22年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年11月11日

西日本旅客鉄道株式会社

　取　 締　 役　 会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　野　　田　　弘　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　村　　　　　豊　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　芳　　宏　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る西日本旅客鉄道株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期

間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子

会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２

四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成22年11月10日

西日本旅客鉄道株式会社

　取　 締　 役　 会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　松　　村　　　　　豊　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　芳　　宏　　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る西日本旅客鉄道株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間（平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期

間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子

会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２

四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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